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アジア経済法令ニュース No.19-13 

 添付法令資料 1： モロッコにおける大学の国立社会・文化作品局の設立に関する 

  2001年8月30日付法律を施行する勅令第1-01-205号（目次） 

 添付法令資料 2： 韓国水管理技術発展及び水産業振興に関する法律（目次） 

 添付法令資料 3： 中国生産安全事故応急条例（目次） 

 添付法令資料 4： 特許に関する 2016 年 8 月 26 日付インドネシア共和国法律 

  No.13（目次） 

 添付法令資料 5： 工業区及び経済区の管理に関して定めるベトナム政府の議定（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2019 年 3 月 29 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 アンティグア・バーブーダ政府に対する贈与に関する日本国政府とアンティ

グア・バーブーダ政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 98 号） 

19.03.26 公布 

2 食糧援助に関する日本国政府とハイチ共和国政府との間の書簡の交換に関す

る件（外務省告示第 99 号） 

19.03.26 公布 

3 組換え DNA 技術応用食品及び添加物の安全性審査の手続を経た物の公表を

行う件（厚生労働省告示第 92 号） 

19.03.26 公布 

4 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律

に基づく第一種使用規程の承認をした件（農林水産省及び環境省告示第 1 号） 

19.03.26 公布 

5 船舶安全法に基づく型式承認等をした件（国土交通省告示第409号及び第410

号） 

19.03.26 公布 

6 円借款の供与に関する日本国政府とスリランカ民主社会主義共和国政府との

間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 100 号） 

19.03.28 公布 

7 セントルシア政府に対する贈与に関する日本国政府とセントルシア政府との

間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 101 号） 

19.03.28 公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 人力资源社会保障部关于取消部分规范性文件设定的证明材料的决定 

19.03.04 発布 人的資源及び社会保障部 人社部発[2019]20 号 
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2 关于已取消行政审批事项相关事宜的公告 

19.03.08 発布 税関総署公告 2019 年第 43 号 

3 关于进一步完善新能源汽车推广应用财政补贴政策的通知 

19.03.26 発布 財政部等 財建[2019]138 号／19.03.26 施行 

4 最高人民法院关于为深化两岸融合发展提供司法服务的若干措施 

19.03.25 公布 最高人民法院 法発[2019]9 号 

5 跨国公司跨境资金集中运营管理规定 

19.03.15 発布 国家外国為替管理局 匯発[2019]7 号／同日施行 

6 商业银行净稳定资金比例信息披露办法 

19.03.04 発布 中国銀行保険監督管理委員会 銀保監発[2019]11 号／同日

施行 

7 最高人民法院关于适用《中华人民共和国企业破产法》若干问题的规定（三） 

19.03.27 公布 最高人民法院 法釈[2019]3 号／19.03.28 施行 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 国家税务总局办公厅关于印发《2019 年深化增值税改革纳税服务工作方案》的

通知 

19.03.21 発布 国家税務総局弁公庁 税総弁発[2019]34 号 

2 国家税务总局关于深化增值税改革有关事项的公告 

19.03.21 発布 国家税務総局公告 2019 年第 14 号／19.04.01 施行 

3 国家税务总局关于调整增值税纳税申报有关事项的公告 

19.03.21 発布 国家税務総局公告 2019 年第 15 号／19.05.01 施行 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 3 ロシア 

1 クリミア共和国のロシア連邦への受入れ並びに新たな構成主体即ちクリミア

共和国及び連邦的意義を有する都市セヴァストポリのロシア連邦の構成への

形成に関するロシア連邦憲法的法律第 12.1条への変更の導入に関する 2018 年

12 月 25 日付ロシア連邦憲法的法律 No.3-FKZ 

2019 年 1 月 1 日から施行 

2 ロシア連邦住宅法典第 164 条並びに孤児及び親の監護を受けていない児童並

びに孤児及び親の監護を受けていない児童の出身者を居住施設に保護するこ

とに関して個別のロシア連邦法規へ変更を導入することに関するロシア連邦

法律第 1 条への変更の導入に関する 2018 年 12 月 25 日付ロシア連邦法律

No.482-FZ 

公布の日から施行 

3 個別のロシア連邦法規への変更の導入に関する 2018 年 12 月 25 日付ロシア

連邦法律 No.485-FZ 
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公布の日から施行 

4 ロシア連邦における中小企業の発展に関するロシア連邦法律第 25.1条への変

更の導入に関する 2018 年 12 月 25 日付ロシア連邦法律 No.487-FZ 

2019 年 1 月 1 日から施行 

5 臨床意見書の問題に関してロシア連邦における強制医療保険に関するロシア

連邦法律第 40 条及びロシア連邦における市民の健康の保護の基礎に関するロ

シア連邦法律へ変更を導入することに関するロシア連邦法律 No.489-FZ 

一部を除き、2019 年 1 月 1 日から施行 

6 地方経済の発展に関するロシア連邦法律第 10 条への変更の導入に関する

2018 年 12 月 25 日付ロシア連邦法律 No.491-FZ 

2019 年 1 月 1 日から施行 

7 エコロジー鑑定に関するロシア連邦法律第 14 条並びに環境保護に関するロ

シア連邦法律及び個別のロシア連邦法規への変更の導入に関するロシア連邦

法律への変更の導入に関する 2018 年 12 月 25 日付ロシア連邦法律 No.496-FZ 

一部を除き、公布の日から施行 

8 ロシア連邦における教育に関するロシア連邦法律への変更の導入に関する

2018 年 12 月 25 日付ロシア連邦法律 No.497-FZ 

9 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 2014 年から 2018 年までの期間の司法省の国家管理分野に属する法律規範文

書の体系化結果の公布に関する決定 

司法省の 2019 年 1 月 28 日付第 156/QĐ-BTP 号決定／19.01.28 施行 

2 国家鉄道のインフラストラクチャー資産の保持の実施品質並びに制度及び手

順に従う国家鉄道インフラストラクチャー資産の保持の監察及び結果検収の

基準を定める通知 

運輸交通省の2019年1月31日付第06/2019/TT-BGTVT号通知／19.04.01

施行 

3 複合運送・積載に関する議定を合一する合一文書 

運輸交通省の 2019 年 1 月 31 日付第 03/VBHN-BGTVT 号合一文書 

4 輸出税及び輸入税の分野における財政省大臣の若干の通知を廃止する通知 

建設省の 2019 年 1 月 18 日付第 04/2019/TT-BTC 号通知／19.03.04 施行 

5 アパート運営管理の専門知識及び業務の訓練及び養成に関して定める通知を

合一する合一文書 

建設省の 2019 年 1 月 12 日付第 01/VBHN-BXD 号合一文書 

 

第 5 韓国 

1 自動車及び自動車部品の性能及び基準に関する規則一部改正令 

19.03.21 公布 国土交通部令第 612 号／19.04.17 施行 

2 情報保護産業の振興に関する法律施行規則一部改正令 

19.03.22 公布 科学技術情報通信部令第 24 号／同日施行 

3 資源循環基本法施行規則一部改正令 
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19.03.25 公布 環境部令第 803 号／同日施行 

4 微細粉塵低減及び管理に関する特別法一部改正令 

19.03.26 公布 法律第 16303 号／同日施行 

5 液化石油ガスの安全管理及び事業法一部改正令 

19.03.26 公布 法律第 16302 号／同日施行 

6 金融革新支援特別法施行令 

19.03.26 公布 大統領令第 29668 号／19.04.01 施行 

7 中小企業創業支援法施行令一部改正令 

19.03.26 公布 大統領令第 29667 号／同日施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

1 BANKING (LICENCE FEES) (AMENDMENT) NOTIFICATION 2019 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 25 

March 2019 and comes into operation on 1 April 2019;No.S164/2019 

2 EMPLOYMENT OF FOREIGN MANPOWER (WORK PASSES) 

(AMENDMENT) REGULATIONS 2019 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 26 

March 2019 and come into operation on 1 April 2019;No.S170/2019 

3 ENVIRONMENTAL PUBLIC HEALTH (PUBLIC CLEANSING) 

(AMENDMENT) REGULATIONS 2019 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 28 

March 2019 and come into operation on 1 April 2019;No.S172/2019 

 

第 8 タイ 

1 仏暦 2562 年（西暦 2019 年）民事訴訟法の修正・補充法（第 31 次） 

19.03.17 制定／19.03.21 施行 

2 仏暦 2562 年（西暦 2019 年）刑事訴訟法の修正・補充法（第 34 次） 

19.03.17 制定／19.03.21 施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 DEPARTMENT OF AGRICULTURE 
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  DEPARTMENT CIRCULAR NO.17 SERIES OF 2018 

  GUIDELINES FOR THE CLASSIFICATION AND ACCREDITATION OF 

AGRICULTURAL AND FISHERIES MACHINERY ASSEMBLERS, 

MANUFACTURERS, IMPORTERS, DISTRIBUTORS AND DEALERS 

18.11.16 付／官報又は全国流通新聞 2 紙において公布された日から 15 日

後に施行 

2 CIVIL AVIATION AUTHORITY 

  MEMORANDUM CIRCULAR NO.29-18 

  AMENDMENT TO PHILIPPINE CIVIL AVIATION REGULATIONS - 

AIR NAVIGATION SERVICES (CAR-ANS) PART 4 INCORPORATING 

AMENDMENT 60 TO ICAO ANNEX 4 AND OTHER SUPPLEMENTARY 

AMENTDMENTS 

18.10.19 付 

3 DEPARTMENT OF TRADE AND INDUSTRY 

  PHILIPPINE HALAL EXPORT DEVELOPMENT AND PROMOTION 

BOARD 

  RESOLUTION NO.01 SERIES OF 2018 

  MANUAL OF PROCEDURES FOR PHILIPPINE NATIONAL HALAL 

CERTIFICATION SCHEME (PNHCS) OF 2018 

18.10.01 付 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 カザフスタン共和国首都アスタナ市のカザフスタン共和国首都ヌルスルタン

市への改称に関するカザフスタン共和国大統領令 

2019 年 3 月 23 日付 No.6／公布の日から施行 

2 カザフスタン共和国憲法への変更の導入に関するカザフスタン共和国法律 

2019 年 3 月 23 日付 No.238-VI ZRK／公布の日から施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 2019 年におけるレアメタルのスモールスケールマイニングのための地下区

画の一覧の承認に関するウズベキスタン共和国内閣決定 

2019 年 3 月 16 日付 No.225／同日施行 

2 商業銀行による非居住者のウズベキスタン共和国国内通貨建口座の管理手順
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への変更及び追加の導入に関するウズベキスタン共和国中央銀行理事会の決

定 

2019 年 2 月 16 日付No.3/7 同年 3 月 25 日法務省登録 No.510-5／同日施

行 

3 国内におけるビジネス環境の改良に係る追加措置の採択に関連するいくつか

のウズベキスタン共和国法令への変更及び追加の導入に関するウズベキスタ

ン共和国法律 

2019 年 3 月 20 日付 No.ZRU-531／同月 21 日施行 

4 ウズベキスタン共和国における園芸及び温室事業の更なる発展に係る措置に

関するウズベキスタン共和国大統領決定 

2019 年 3 月 20 日付 No.PP-4246／同月 21 日施行 

5 商業銀行による外貨建口座の管理手順への変更及び追加の導入に関するウズ

ベキスタン共和国中央銀行理事会の決定 

2019 年 2 月 16 日付 No.3/6 同年 3 月 25 日法務省登録 No.511-12／同日

施行 

6 ウズベキスタン共和国への外国労働力の誘致及びその使用手続に関する規程

の承認に関するウズベキスタン共和国内閣決定 

2019 年 3 月 25 日付 No.244／同月 26 日施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

1 労働災害防止及び健康に関する法律 

19.03.15 制定 2019 年連邦議会法律第 8 号 

2 消費者保護法 

19.03.15 制定 2019 年連邦議会法律第 9 号 

 

第 18 添付法令資料 

   1 モロッコにおける大学の国立社会・文化作品局の設立に関する 2001 年 8 月

30日付法律を施行する勅令第 1-01-205号（目次） 

   2 韓国水管理技術発展及び水産業振興に関する法律（目次） 

   3 中国生産安全事故応急条例（目次） 

   4 特許に関する 2016年 8月 26日付インドネシア共和国法律 No.13（目次） 
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   5 工業区及び経済区の管理に関して定めるベトナム政府の議定（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

萩野 敦司  弁護士：韓国・越南・タイ・ミャンマー・ラオス・カンボジア・モン

ゴル・インドネシア法令担当 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 
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永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

北中 佳恵  弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル・越南法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


